
     

自動車用ガソリン等の本局一括調達について 

 

総務部契約課（現所属 甲府河川国道事務所 経理課） 新井 悠司 

 

１．序論 

官用車で使用するガソリン等について、従来は事務所毎に契約手続きを行っていた。しか

し、主に小規模官署で見積相手方の選定に苦慮しており、また利用可能なガソリンスタンド

が限られている等の課題があったため、本局で集約して契約手続きを行うこととなった。 

また手続きの集約化により事務所の負担軽減につながるため、業務改善の効果も期待されて

いた。一連の取り組みにより、各事務所における契約事務の簡素化若しくは集約化による業

務改善を図ることを目的とする。 

 

２．集約化以前の事務所からの要望 

 従前は事務所毎にガソリン購入の単価契約を行っており、契約実務担当者会議等で以下の

要望が出されていた。 

① 見積依頼の相手方を見つけるのに苦慮しているため、集約化の検討をしてほしい。 

② 給油できるスタンドが限定されており不便なので、どこでも給油できるようにしてほ

しい。 

③ 集約化する場合、TEC-FORCE派遣時のレンタカーにも給油できるようにしてほしい。 

 

①については、特に山間部に所在する官署から見積りに対応してくれる業者が確保できな

い、あるいは応じてくれる業者が１者のみで倒産・廃業した場合にガソリンの調達が難しく

なるという意見が出された。②については事務所単独で契約した場合、給油可能なスタンド

が事務所周辺に限られているため、給油範囲が限られることが課題となっていた。また、原

油価格の変動に対応するため、契約期間を３ヶ月程度に区切っていることが多く、急激に変

動した場合は変更契約で対応する必要がある等、事務手続きが煩雑になるという問題が生じ

ていた。これらの諸問題を解消するため、平成２９年度から本局契約課においてガソリン購

入の契約手続きの集約化が検討され、平成３０年度より本局にて一括契約を行うことを目指

すことになった。 

 

３．平成３０年度の発注で生じた課題 

 利用形態として、官用車毎に受注者が発行する

給油カードを登録し、それを用いてスタンドで給

油することとした（図１）。受注者の元売系列の

スタンドであれば全国共通で使用可能な給油カー

ドの導入により広範囲で給油所の利用が可能とな

り、支払手続きについても効率化が見込まれた。 

 事務所から業務改善による集約化の要望が多か

図 1 給油カード 



     

ったことから、平成３０年度に初めて一括調達として発注することとした。しかし、給油所

及び給油カードに競争参加資格を厳格に求めたことにより入札参加者の申請がなかったた

め、契約手続きが取り止めとなってしまった。 

そのため、競争参加資格の見直しや契約単価の決定方法を変更することにより、平成３１

年度（令和元年度）の契約締結を目指すこととした。 

 

４．平成３１年度の発注に向けた検討 

平成３１年度の発注にあたっては、先行する他省庁からの情報収集や他省庁との契約業者

等に対してヒアリングを行い、以下の改善点を検討した。 

１） 競争参加資格の見直し 

平成３０年度発注の競争参加資格の要件は、関東地整管内及び管外合わせて1,000店舗以上

の給油所を確保できること、各官署との距離が自動車行程で３ｋｍを満たす割合が７割以上

としていた。しかし、この資格要件は煩雑であることから、業者の参入を阻む要因となって

いたと考えられた。そこで平成３１年度は、整備局管内の官署と給油所間の距離について抜

本的な見直しを行うに至った。具体的には、各官署と最寄りの給油所までの距離を詳細に調

査した結果、いずれの給油所からでも半径８ｋｍ以内であれば、整備局管内の全ての官署を

網羅できることが判明した。これらの要素を考慮した結果、関東地方整備局管内の各官署か

ら概ね半径８ｋｍの範囲内に給油所を確保できれば参加できることとし、要件の緩和を図る

ことにした（図２）。 

図 2 給油所の所在地 

（出典：JXTG エネルギー サービスステーション検索 http://eneos-ss.com/search/ss/pc/top.php） 

 



     

２） 契約単価の設定 

 本件で用いる契約単価として、前月の市況価格に乖離率を乗じて算出する方法を採用した

（表１）。ここでいう市況価格とは、経済産業省資源エネルギー庁が公表する石油製品価格

調査（：給油所小売価格調査の関東地方整備局管内の各都県における３週間分の平均価格）

を示す。また乖離率とは、契約単価を特定時点の市況価格で除した割合のことをいう。この

市況価格と乖離率を掛け合わせることにより、毎月の契約単価を決定する。業者に対するヒ

アリングを行ったところ、いずれの者も発行する給油カードに地整内と地整外で別々の単価

を設定できないことが判明した。すなわち、平成３０年度の発注手続きにおいて、関東地整

管内、管外でそれぞれの単価を設定することとしていたが、これに対応できる業者が存在し

ないという課題が生じていた。この課題に対応するため、平成３１年度の発注手続きでは関

東地方整備局管内の平均価格を全国一律単価とし、単価の一本化を図ることとした。 

 

表 1 契約単価の算出（一例） 

 

３）給油カードの位置づけの見直し 

 平成３０年度の発注手続きでは参加資格要件として給油カードを発注者が示す車両毎に１

枚手配できることと設定していた。しかし、入札公告や入札説明書で定める参加資格要件は

国との契約に相応しくない者を選別するために設けるものであり、給油カードを参加資格要

件として設定する必要性はないとの判断に至った。よって、平成３１年度は参加資格要件か

ら給油カードに関する事項を削除し、詳細は仕様書で定めることにした。 

 

５．本局一括調達による効果 

本局一括による契約締結を目指し取り組みを進めた結果、平成３１年度は４者が入札参加

することとなり、一括調達としての契約締結を行うことができた。前年度の課題を踏まえ、

各省庁や業者にヒアリングを行い、参加資格要件や契約単価の再検討を行ったことで一定の

成果が得られたといえる。具体的には、以下の効果が顕著に現れている。 

 

１）発注手続き及び支払件数の削減 

ガソリンの一括調達により、従来事務所毎であった契約・支払い手続きが本局に集約化さ

平成３１年４月期単価（消費税及び地方消費税を含む）　　 単位：円

品　名 市況価格 乖離率 契約単価 備　考

ガソリン
（ハイオク）

155.24 0.95685 148.54

ガソリン
(レギュラー）

144.21 0.95349 137.50

92.25 0.92690 85.50 本体

32.10 1 32.10 軽油引取税

124.35 117.60 計

軽　油



     

れ、手続きの効率化が実現できた。平成３１年度は整備局管内の３３の官署（本局・事務

所）が参加しており、これまでは１年に４回（３か月毎）新規契約していたと仮定すれば年

間１３２件の発注手続きが削減できたことになる。さらに、支払を毎月行うと仮定すれば、

年間４００件程度の支払件数を減らすことに成功している。以上のことから、本局への手続

き集約化は事務所の業務負担の軽減に大きく貢献しているといえよう。 

 

２）TEC-FORCEの活動円滑化 

近年、頻発・激甚化する自然災害や今後３０年に７０％の割合で発生することが言われて

いる首都直下地震をはじめとした震災等の大規模災害により、TEC-FORCEの活動機会が増

え、全国各地に派遣されている現状がある。従来の事務所毎の契約では給油可能なスタンド

が限られていたため、契約外のスタンドでの給油には職員による立替払などが発生し、少な

からず職員への負担が生じていた。本局で契約を行ったことでこのようなことが解消され、

給油カードに全国一律単価を設定したことで関東地整管外での利用も可能となった。さら

に、現地でレンタカーを使用した際にも本契約による給油カードを利用することで、対応で

きる場面がより幅広くなっている。以上のことから、一括調達による契約はTEC-FORCEの円

滑な活動に利点をもたらすことにつながっている。 

 

６．結論 

 昨今、ワークライフバランスの推進において、より一層の業務の効率化が求められるよう

になってきている。そのような状況下で、整備局においても事務作業の削減や集約化を推進

していくことは急務であった。  本件は組織内部における業務改善に応えるための一手段で

あり、同様の取り組みは今後さらに求められていくであろう。 

なお、現在本局一括契約を行ってる３３官署以外の官署についても、引き続き地域の実情

や官署の事情等を勘案のうえ、可能な限り一括契約に取り込み、より一層、業務改善を推進

してまいりたいと考えている。 

図 3 集約化後における手続きの流れ 

「●」は、手続きの主務

「○」は、手続きの関係者

「◎」は、取り纏め担当

本 局 （ 総 務 課 ・ 調 整 ） ● ● ●○ ● ● ●○

構 成 事 務 所 ● ● ○ ●○ ○ ● ● ○

本 局 （ 契 約 課 ・ 管 財 二 ） ● ○ ●○

本 局 （ 契 約 課 ・ 購 買 二 ） ●◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ◎ ● ●
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ｽｹｼﾞｭｰﾙ
〔平成30年度の例〕

※落札決定の結果、【競争参加要件】（１）２）の自動車行程３㎞以内の要件に合致せず、他に近隣

の給油所を確保する必要があると判断する本局及び事務所・管理所は、別途契約手続きを実施

（※要件に合致する官署の車両は当該契約行為上の調達〔給油〕とすべきことに留意）
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【 手続きの担当 と主な手続きの流れ 】


